
大阪狭山市２０２５年大阪・関西万博会場子ども無料招待事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、２０２５年大阪・関西万博において、次世代を担う子どもたち

が、世界の最先端技術や価値観などに直接触れる体験を重ねることで、新しい未来

社会の創造に向け、自らの将来にチャレンジできるよう、大阪狭山市内在住の子ど

もたちに２０２５年大阪・関西万博のチケットＩＤを配付するため、大阪狭山市（以

下「市」という。）において、大阪狭山市２０２５年大阪・関西万博会場子ども無

料招待事業（以下「本事業」という。）を実施すること及び大阪府２０２５年日本

国際博覧会子ども招待事業（以下「府事業」という。）で構築するシステム等を利

用し、大阪府（以下「府」という。）と市が連携して本事業を実施することに関し、

必要な事項を定めるものとする。 

 （事業内容） 

第２条 本事業の内容は、第４条に規定する配付対象者（以下「配付対象者」という。）

に対し、第５条に規定するチケットＩＤを配付するものとする。 

 （定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 万博ＩＤ 公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会（以下「博覧会協会」

という。）が提供する万博関連サービスに共通で使用するログインＩＤをいう。 

⑵ チケットＩＤ ２０２５年大阪・関西万博の入場に必要となる１０桁のＩＤで

あって、万博ＩＤに結び付けて有効化することができるものをいう。 

⑶ こども招待１日券 本事業で配付するチケットＩＤであって、会期中１度に限

り入場することができるものをいう。 

 （配付対象者） 

第４条 本事業の配付対象者は、次に掲げる全ての要件に該当する者とする。 

⑴ 申請日時点において、市の区域内に居所を有している者 

⑵ 令和７年４月１日時点で、４歳から１７歳までの者 

⑶ 次のいずれにも該当しない者 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）



第２条第６号に規定する暴力団員、大阪府暴力団排除条例（平成２２年大阪府

条例第５８号）第２条第４号に規定する暴力団密接関係者又は大阪狭山市暴力

団排除条例（平成２５年大阪狭山市条例第４号）第２条第３項に規定する暴力

団密接関係者 

イ 拘禁刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくな

った日から１年を経過しない者 

ウ 既に本事業又は本事業に準ずるものとして他の地方公共団体により実施され

た事業において交付決定された者 

 （配付するチケットＩＤ等） 

第５条 本事業において配付するチケットＩＤは、こども招待１日券とし、配付対象

者１人につき１枚とする。 

２ 大阪狭山市長（以下「市長」という。）は、申請者が申請した内容について、公

的機関から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、氏名、

生年月日及び住所（以下「本人確認情報」という。）を確認できるもの（以下「本

人確認書類」という。）をもって同一の者であることを審査したのち、電子メール

又は郵送により申請者を通じてこども招待１日券を配付するものとする。 

（申請者等） 

第６条 本事業の申請者は、保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者であっ

て、配付対象者を現に監護するもの）、世帯主である配付対象者又は市長が申請者

として適当であると認める者とする。ただし、配付対象者が施設（別表に掲げるも

のに限る。以下同じ。）へ措置等がなされ、当該施設に入所している場合は施設の

責任者（以下「施設長」という。）を申請者とし、里親（児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第６条の４第１号に規定する養育里親又は同条第２号に規定する

養子縁組里親に限る。以下同じ。）へ措置等がなされている場合は里親を申請者と

する。 

２ 申請者は、複数の配付対象者の申請（以下「複数人申請」という。）をまとめて

申請することができる。 

３ 申請者は、本事業に係る申請と合わせて府事業に係る申請（以下「一括申請」と

いう。）をすることができる。この場合において、本事業及び府事業の配付対象者

が同一の場合は、大阪府知事（以下「知事」という。）が当該配付対象者の本人確



認書類等による審査を行うことをもって、本事業の当該配付対象者の審査が行われ

たものとする。 

４ 申請は、市長が指定するインターネット上の特設ＷＥＢサイト内に設置する電子

申請システムにより行うこととし、それにより難い場合は郵送申請書（様式第１号）

の提出により行うこととする。ただし、申請者が施設長の場合は、第７項に規定す

る方法によることとする。 

５ 施設長を除く申請者は、申請に当たり、申請者及び配付対象者の本人確認書類と

して次に掲げるいずれかの写しを添付しなければならない。ただし、世帯主である

配付対象者は、自身の住民票（世帯主及び続柄が記載され、個人番号が記載されて

いないもので３箇月以内に発行されたものに限る。）等の写しを添付しなければな

らない。 

⑴  本人確認情報が記載された個人番号カード、住民票（世帯主及び続柄が記載さ

れ、個人番号が記載されていないもので３箇月以内に発行されたものに限る。）、

運転免許証、在留カード、特別永住者証明書、国民健康保険若しくは健康保険等

の医療保険の被保険者証又は資格確認書 

⑵ その他市長が前号に準ずるものとして特に認めるもの 

６ 里親が申請する場合は、前項の本人確認書類に加え、大阪府が発行するはぐくみ

ホーム（養育里親）証明書、養子縁組里親証明書若しくは専門里親証明書、「児童

福祉法の規定に基づく療育の給付、措置等にかかる医療の給付に関する取扱いにつ

いて」に定める受診券又は里親であることが確認できる証明書の写しを添付しなけ

ればならない。 

７ 施設長が申請する場合は、施設に入所している配付対象者の氏名及び生年月日に

ついて入所（委託）措置通知書等による確認を行った上で、施設用申請書（様式第

２号）及び配付対象者一覧表（様式第３号）を提出しなければならない。 

８ 申請受付期間は、令和６年９月１３日から令和７年９月３０日までとする。ただ

し、郵送により申請が行われた場合は、令和６年９月１３日から令和７年９月１２

日までのいずれかの日の消印が押印されているものを有効なものとして受け付け

るものとする。 

 （交付決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、こども



招待１日券の交付が適当であると認めたときは交付決定をし、適当でないと認めた

ときは不交付決定をする（交付決定及び不交付決定を以下「決定」という。）もの

とする。ただし、府事業の配付対象者に該当する者については知事が決定するもの

とする。 

２ 市長は、申請者が申請した内容に不備があると認めるときは、申請者に対し、そ

の補正を求めるものとする。ただし、軽微な不備については、職権により補正する

ことができるものとする。 

 （交付決定等の通知）  

第８条 市長は、前条に規定する決定を行った場合は、申請者に対し、こども招待１

日券交付決定通知書（様式第４号）又はこども招待１日券不交付決定通知書（様式

第５号）により通知するものとする。 

２ 前項及び次条に規定する通知は、同通知内容を電子メール本文に記載し送信する

ことによって行うものとする。ただし、郵送申請書の提出による申請があった場合

は、この限りでない。 

３ 市長は、複数人申請又は一括申請をした者に対し、審査結果をまとめて通知する

ものとする。ただし、市長及び知事の決定時期に差異がある場合は、市長及び知事

の決定通知時期が異なる旨を明示したうえで、決定したものから通知するものとす

る。 

 （交付決定の取消し等） 

第９条 市長は、交付決定を受けた者が次に掲げるいずれかの事由に該当するときは、

交付決定を取り消すことができるとともに、本事業に損害を与えたときは、損害の

賠償を請求することができる。 

⑴ 第４条に規定する要件に該当していなかった場合 

⑵ こども招待１日券を配付対象者以外に譲渡した場合 

⑶ こども招待１日券を不正に取得した場合 

⑷ こども招待１日券を他人に交換・売却し、利益を得た場合 

⑸ こども招待１日券を担保に供し、又は質入れを行った場合 

⑹ こども招待１日券の取得や使用等に関して詐欺等の犯罪行為を行った場合 

⑺ その他この要綱に反する行為等、市長が不当と認める行為を行った場合 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消した場合は、当該交付決定を受けた



者に対し、こども招待１日券交付取消決定通知書（様式第６号）により通知すると

ともに、こども招待１日券の無効化を博覧会協会に対して依頼するものとする。 

 （調査等） 

第１０条 市長は、第６条の規定による申請を受けたとき又は第８条の規定による交

付決定を行ったときにおいて、交付要件に該当するか確認するために必要と認める

場合は、当該申請者又は交付決定を受けた者に対し、調査を実施することができる。 

２ 申請者又は交付決定を受けた者が前項の規定による調査に応じない場合は、市長

は、第７条に規定する不交付決定又は前条に規定する交付決定の取消し等を行うこ

とができる。 

 （紛争の解決等） 

第１１条 市長は、配付したこども招待１日券の盗難・紛失・滅失等について、一切

の責任を負わないものとする。 

２ 申請者又は配付対象者と博覧会協会との間での苦情又は紛争が生じたときは、当

事者間でこれを解決するものとし、市長は一切の責任を負わないものとする。 

 （個人情報の取扱い） 

第１２条 市長は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）、大阪府個人情報の保護に関する法律施行条例（令和

４年大阪府条例第６０号）、大阪狭山市個人情報の保護に関する法律施行条例（令

和４年大阪狭山市条例第２３号）その他法令を遵守するとともに、個人情報保護に

係る適切な措置を講じるものとする。 

 （委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、本事業に関して必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、令和６年１２月２日から施行し、第２条の規定は、令和７年６月１日

から施行する。 



別表（第６条関係） 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第１項に規定する児童自立生

活援助事業に係る施設 

同条第８項に規定する小規模住居型児童養育事業に係る施設 

同法第７条第２項に規定する指定発達支援医療機関 

同法第３７条に規定する乳児院 

同法第４１条に規定する児童養護施設 

同法第４２条第１号に規定する福祉型障害児入所施設 

同条第２号に規定する医療型障害児入所施設 

同法第４３条の２に規定する児童心理治療施設 

同法第４４条に規定する児童自立支援施設 

 


